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　当　当センターではでは、県内中小企業に対県内中小企業に対し「東北新幹線八戸開業に東北新幹線八戸開業による中小企業中小企業への
影響」について調査を実施した。 
　その結果、八戸開業１ヶ月では「影響はない」とする企業が87.1％となった。また、
今後の影響についても62.6％の企業が「影響がない」としているが、当初の予想
どおり二戸、久慈、盛岡の3地域とその他の地域との反応に差が出る結果となった。  
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10億円 

ベンチャー企業 

ベンチャー企業 

ベンチャー企業 

新事業進出 
事業拡大 
企業成長 

資金調達 

拡大・成長 

株式公開 いわてインキュべーション 
ファンド 

投資 

投資 

投資 

経営等への 
支援 

リスクマネー 
の供給 

10億円 

※　岩手銀行、北日本銀行、東北銀
行、東北電力、ジョイス、盛岡ガス、
日立製作所、小岩金網、クエコ、
和同産業、アマタケ、岩手トヨペ
ット、平野組、北上開発、岩手情報
システム　等 

出資者  

　いわて産業振興センター（岩手県） 

　中小企業総合事業団 

　県内主要企業（※） 

　フューチャー 
　　ベンチャーキャピタル 
　（業務執行=投資の決定 
 投資後の育成・支援） 

事業の拡大や企業成長をお考えの皆さん、 

「いわてインキュベーションファンド」 
をご存じですか？ 

事業の拡大や企業成長をお考えの皆さん、 

「いわてインキュベーションファンド」 
をご存じですか？ 

 いわてインキュベーションファンド業務執行組合員 
 （フューチャーベンチャーキャピタル(株)岩手事務所） 

 〒020-0022 盛岡市大通3-2-8岩手県金属工業会館2F 
 TEL 019-606-3558　FAX 019-606-3568

お問合わせ先 

※ＦＶＣ：京都に本社を置く独立系ＶＣで、投資するだけでなく、投資後の育成（ハンズオン）に重
点を置く。新規性、先端性に富んだファンド形成ノウハウを有す。 

　■本社京都市　■資本金11億3625万円　■設立1998年9月　■2001年10月ナスダック
ジャパン（現大証ヘラクレス）に上場　■常勤役職員46名　■投資実績（累計）111社60億円
うち株式公開5社 

私たちが企業を訪問します。 
 

FVC岩手事務所の小川淳さん（左）と 
辻芳岳さん（右） 

　いわてインキュベーションファンドは、県や県内の主要企業等の出資に
より設立された、投資事業有限責任組合法に基づく公的なファンドです。こ
のファンドは、県内の有望なベンチャー企業等に対して投資による資金供
給を行い、岩手県のリーディング企業に育成することを目的としています。 

【いわてインキュベーションファンドの概要】　 
　正式名称 　いわてベンチャー育成 
 　　　　投資事業有限責任組合 
　設　　立 　平成14年４月22日 
　運用期間 　平成14年４月22日 
 ～平成24年４月21日（10年間） 
　規　　模 　10億円 
　業務執行 　フューチャーベンチャー 
 　キャピタル株式会社（ＦＶＣ） 
　特　　色 1　地域密着型ファンドとして、業

務執行組合員のＦＶＣが県内に
常駐し、地域企業を積極的に訪
問・発掘して投資を行います。 

2　ハンズオン型ファンドとして、
資金調達を中心とする経営全般のアドバイス、販売先や人材の紹介等様々
な形で企業の成長を促進するなど、投資後の育成に重点を置きます。 

　投資対象 　主に、岩手県に所在する成長性の高い未公開企業で、設立７年未満又は
中小企業創造活動促進法認定企業などを対象とします。 

　投資業種 　特に限定しません。 
　投 資 額  　投資１回につき1,000万円から5,000万円程度を目処とします。 
　投資審査 　経営者の資質を最も重視し、マーケットの成長性や事業性も評価しま

す。投資審査は最低でも３ヶ月はかかります。 
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影響がある 
10.1％  
（13.5％） 

わからない 
無回答 
2.1％ （11.7％） 

（かっこ内は盛岡開業時調査） 

（かっこ内は 
 盛岡開業時調査） 

影響がある企業 

全業種・全地域 

全業種、全地域 
（複数回答） 

影響がある企業 
（複数回答） 

影響はない 
87.7％ 
（74.8％） 

これからたてる 
6.6％ （20.1％） 

これからたてる 
25.4％ 

一部たててある 
6.4％ （9.1％） 

一部たててある 
23.9％ 

たてるつもりはない 
84.6％（52.4％） 

たてる 
つもりはない 
45.1％ 

無回答 
1.4％ （9.5％） 

すでにたててある 
1.0％ （4.0％） 

すでにたててある 
2.8％ 無回答 

2.8％ 

45

5.1 4.1 4.1 4.13.1 4.1

10.2 10.2
8.2

26.5

16.3

30.6

41.8

23.5

13.3

40
35
30
25
20
15
10
5
0

%

 7 1.0  

 45 6.4  

 46 6.6  

 592 84.6  

 10 1.4 

 2 1.0 1 1.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0  

 18 9.2 3 3.0 3 3.8 2 3.0 0 0.0 5 7.5 1 2.3  

 19 9.7 3 3.0 5 6.4 3 4.5 2 3.6 1 1.5 2 4.5  

 156 79.6 92 91.1 69 88.5 61 91.0 53 96.4 60 89.6 40 90.9  

 1 0.5 2 2.0 1 1.3 1 1.5  0 0.0 1 1.5 1 2.3 

 0 0.0 4 9.5  

 6 12.0 7 16.7  

 8 16.0 3 7.1  

 35 70.0 26 61.9  

 1 2.0 2 4.8 

 全地域 盛　岡 岩手中部 胆　江 両　磐 気　仙 釜石・遠野 宮　古 久　慈 二　戸 

  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  

すでにたててある 

一部たててある 

これからたてる 

たてるつもりはない 

無 回 答  

 7 1.0  

 45 6.4  

 46 6.6  

 592 84.6  

 10 1.4 

 0 0.0 0 0.0 4 1.8 1 1.5 0 0.0 1 2.2 1 1.4  

 1 5.3 2 2.1 13 5.8 3 4.4 8 4.5 6 13.3 12 16.7  

 0 0.0 5 5.3 11 4.9 6 8.8 15 8.4 0 0.0 9  12.5  

 17 89.5 86 90.5 192 86.1 58 85.3 152 85.4 38 84.4 49 68.1  

 1 5.3 2 2.1 3 1.3 0 0.0 3 1.7 0 0.0 1 1.4 

 全業種 鉱 業 建設業 製造業 卸売業 小売業 運輸業 サービス業  

  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％   

すでにたててある 

一部たててある 

これからたてる 

たてるつもりはない 

無 回 答  

業種別 

地域別 
 71 10.1 

 614 87.7 

 10 1.4 

 5 0.7

 27 13.8 4 4.0 3 3.8 7 10.4 4 7.3 3 4.5 1 2.3 

 161 82.1 97 96.0 75 96.2 60 89.6 51 92.7 64 95.5 42 95.5 

 4 2.0 0 0.0 0  0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 2.3 

 4 2.0 0 0.0 0  0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

 10 20.0 12 28.6 

 38 76.0 26 61.9 

 2 4.0 3 7.1 

 0 0.0 1 2.4
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影響あり 

影響なし 

わからない 

無 回 答  

 71 10.1 

 614 87.7 

 10 1.4 

 5 0.7

 0 0.0 4 4.2 22 9.9 7 10.3 17 9.6 8 17.8 13 18.1  

 19 100.0 90 94.7 197 88.3 56 82.4 158 88.8 37 82.2 57 79.2  

 0 0.0 0 0.0 3 1.3 3 4.4 2 1.1 0 0.0 2 2.8  

 0 0.0 1 1.1 1 0.4 2 2.9 1 0.6 0 0.0 0 0.0 

 全業種  鉱 業  建設業  製造業  卸売業  小売業  運輸業  サービス業  

  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％   

影響あり 

影響なし 

わからない 

無 回 答  

業種別 

地域別 

  実　数 ％ 

情報収集が容易（迅速）になった      5 7.0  

人的交流が活発になった      13 18.3  

営業網が拡大した      3 4.2  

迅速な顧客対応が可能になった      8 11.3  

売上が増加した      2 2.8  

売上が減少した      20 28.2  

顧客が増加した      3 4.2  

顧客が減少した      13 18.3  

事業機会が拡大した      12 16.9  

事業機会が減少した      5 7.0  

引合いが増加した      6 8.5  

引合いが減少した      6 8.5  

購買力が流出した      4 5.6  

県外（県内）企業との競争激化        

　1取引量の減少     2 2.8  

　2価格競争激化     8 11.3  

　3その他     0 0.0  

その他      8 11.3  

　　　回　答　数　計 118 -

大半が対応策とらず  
　次に、対応策についてみると、「たて
るつもりがない」は84.6％で、「業種的
に新幹線延伸とは関係ない」や「地域的
に八戸開業は関係ない」という企業が
多いのではないかと思われる。これに
対し、「既にたててある」「一部たててあ
る」は、7.4％で、これに「これからたてる」
を加えても14.0％にすぎず、全体とし
ては対応策への取り組みは少ない。 
　ちなみに、57年調査では、「たてるつ
もりはない」は52.4％であり、今回調
査ではこれを32.2ポイントも上回っ
ている。 
　しかし、これを前記の「影響がある」

とした企業についてみると、様相は一
変し、「たてるつもりはない」45.1％に
対し、「既にたててある」「一部たててあ
る」「これからたてる」の合計で52.1％
と半数を超えている。  
　業種別では、「これからたてる」を含
め対策をたてているのは、サービス業
が30.6％で最も多く、次いで運輸業、
卸売業でやや高い割合となっている。 
　同様に、地域別では、二戸地域が
33.3％と最も多く、久慈地域、盛岡地
域がこれに続いていおり、前述の「影響
がある」の業種別、地域別の結果とほぼ
同様の傾向となっている。 

八戸開業への対応策 

対応策の内容 

９割弱の企業が影響なし 
　まず、開業1ヶ月間に企業に現れた影響については、87.7％が「影響はな
い」としており、「影響がある」とするのは10.1％となっている。  
　業種別では、サービス業、運輸業、卸売業で「影響がある」がやや高くなっ
ている。  
　地域別にみると、二戸、久慈、盛岡の３地域で「影響がある」とする割合が
他の地域より高くなっており、それ以外の地域では「影響はない」が概ね90
％～96％と極めて高い割合となっている。 
　ちなみに、昭和57年盛岡開業時に実施した同様の調査結果と比較すると、
今回の「影響はない」の割合は57年調査を12.9ポイント上回っているが、
これが多いとみるか少ないとみるかは、今回は一部区間の開業で距離も短
いということを考慮する必要がある。 　 

開業１ヶ月の影響 

影響の内容 

影響の内容はプラス、マイナス相半ば  
　次に、「影響がある」とした企業についてその影響の内
容をみると、「売上減少」が28.2％で最も多く、「顧客減少」
と「人的交流の活発化」がともに18.3％で続いている。  
　総じて言えば、全体の※44.1％が「人的交流の活発化」
「事業機会拡大」「迅速な顧客対応可能」等プラス影響と
なっているが、反面、「売上減少」「顧客減少」「競争激化」
等マイナス影響への回答も※49.1％となっており、両者
に極端な開きはなく、プラス・マイナス相半ばする結果
となっている。  
 

※は各影響項目の回答数の合計（118）でプラス項目、マイナ
ス項目の回答数をそれぞれ除した割合である。 

トップは「情報収集力の強化」  
　対応策の内容についてみると、「情報収集力の強化」
が41.8％と最も多く、次いで「コスト削減」30.6％、「新
製（商）品の開発」26.5％の順となっている。これを、前
述の「影響がある」とした企業についてみると、「コスト
削減」が45.9％と最も多く、以下「新製（商）品の開発」
32.4％、「情報収集力の強化」27.0％と続いており、コ
スト削減がトップにきている。  
　ちなみに、57年調査では、「従業
員教育の充実」「情報収集力の強化」
「取扱い製（商）品の多様化」等が上
位を占め、9番目で7.9％に過ぎな
かった「コスト削減」が今回は大幅
に増加しており、現在の経営環境
を反映したものとなった。  
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 41 5.9 

 41 5.9 

 395 56.4 

 208 29.7 

 7 1.0 

 8 1.1

 20 10.2 1 1.0 1 1.3 0 0.0 1 1.8 2 3.0 0 0.0  

 24 12.2 2 2.0 0 0.0 1 1.5 1 1.8 3 4.5 0 0.0  

 91 46.4 64 63.4 51 65.4 47 70.1 37 67.3 47 70.1 30 68.2  

 58 29.6 34 33.7 24 30.8 17 25.4 15 27.3 14 20.9 12 27.3  

 2 1.0 0 0.0 0 0.0 1 1.5 1 1.8 0 0.0 1 2.3  

 1 0.5 0 0.0 2 2.6 1 1.5 0 0.0 1 1.5 1 2.3 

 11 22.0 5 11.9  

 2 4.0 8 19.0  

 18 36.0 10 23.8  

 16 32.0 18 42.9  

 2 4.0 0 0.0  

 1 2.0 1 2.4 

 全地域 盛　岡 岩手中部 胆　江 両　磐 気　仙 釜石・遠野 宮　古 久　慈 二　戸 

  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  

発展する 

衰退する 

変化しない 

わからない 

そ の 他  

無 回 答  

地域別 

 52 7.4  

 438 62.6  

 207 29.6  

 3 0.4 

 22 11.2 3 3.0 2 2.6 3 4.5 0 0.0 2 3.0 2 4.5  

 119 60.7 65 64.4 58 74.4 41 61.2 39 70.9 46 68.7 34 77.3  

 55 28.1 33 32.7 17 21.8 21 31.3 16 29.1 19 28.4 8 18.2 

 0 0.0 0 0.0 1 1.3 2 3.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

 9 18.0 9 21.4 

 21 42.0 15 35.7 

 20 40.0 18 42.9 

 0 0.0 0 0.0

 全地域  盛　岡  岩手中部  胆　江  両　磐  気　仙  釜石・遠野  宮　古  久　慈  二　戸 

  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  

影響がある 

影響はない 

わからない 

無 回 答  

 52 7.4  

 438 62.6  

 207 29.6  

 3 0.4 

 0 0.0 4 4.2 13 5.8 4 5.9 15 8.4 6 13.3 10 13.9  

 16 84.2 60 63.2 139 62.3 40 58.8 115 64.6 25 55.6 43 59.7  

 3 15.8 31 32.6 71 31.8 23 33.8 48 27.0 14 31.1 17 23.6  

 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 1.5 0 0.0 0 0.0 2 2.8 

 全業種  鉱 業  建設業  製造業  卸売業  小売業  運輸業  サービス業  

  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％  実数　 ％   

影響がある 

影響はない 

わからない 

無 回 答  

業種別 

地域別 

  実　数 ％ 
情報収集が容易（迅速）になる      5 9.6 
人的交流が活発になる      11 21.2 
営業網が拡大する      7 13.5 
営業網が縮小する      4 7.7 
迅速な顧客対応が可能となる      3 5.8 
人材確保が容易になる      1 1.9 
売上が増加する      5 9.6 
売上が減少する      21 40.4 
顧客が増加する      4 7.7 
顧客が減少する      13 25.0 
事業機会が拡大する      11 21.2 
事業機会が減少する      4 7.7 
引合いが増加する      8 15.4 
引合いが減少する      7 13.5 
購買力が流出する      12 23.1 
県外（県内）企業との競争激化        
　1取引量の減少     5 9.6 
　2価格競争激化     13 25.0 
　3その他  　　　　     1 1.9 
その他      2 3.8

マイナス影響懸念が上位  
　今後の影響ありとした企業についてその内容をみると、
「売上が減少する」が40.4％と最も多く、次いで「顧客が
減少する」「価格競争の激化」がそれぞれ25.0％、購買力
が流出する」が23.1％の順となっており、マイナス面の
影響を予測する回答が上位を占める結果となった。  
　しかし、「人的交流の活発化」「事業機会の拡大」がとも
に21.2％、「引合い増加」15.4％等、プラス面の影響を予
測する回答も多い。 

★　以上のほか回答いただいた各企業より、新幹線八戸開業に伴う影響についての 
　ご意見が数多く寄せられました。以下に代表的なものをご紹介します。   
●　色々な面で東西格差が縮小すると思うので、個店や各
企業の努力が問われると思います。                   

●　沿線域内と沿岸部との格差がこれまで以上に進むと思
われるため、この格差解消の手段、方法を真剣に考えてい
かなければならない。 

●　特に大きな影響はないと思うが、交通の便が良くなっ
た分、今後購買やレジャー等でより大きな都市へ流れる
人が多くなり、地域にとってはいずれデメリットの方が
強調されてくるのではないかと思う。  

●　好影響を受けるか否かはいかに自分達が変れるかにか
かっている。地域全体を含めて、又個々人の意識も変えな
ければ発展に結びつくものではないことを、自覚しなけ
ればならない。 

●　購買客の一部が仙台・東京へ移行するため、地場の企業
においても魅力ある店舗・商品構成を創り出さなければな
らない。独自性の無い企業は淘汰されると思う。 

●　当面、影響はないが、将来的に人的交流により事業機会
が増えるように思われる。 

今後の影響の内容 

地域への影響 

「変化しない」が過半数  
　回答企業が所在する地域経済の今後の見通しについては、全体では、「変
化しない」が56.4％となっており、過半数を占めているが、地域別でみる
と、久慈、二戸、盛岡の3地域で「発展する」とした企業割合が他の地域に比
べ高い一方、その他の地域では「変化しない」とする企業割合が多く、盛岡
以北とその他地域との差が顕著に現れている。  
　しかし、「発展する」とした一方において、二戸地域、盛岡地域では「衰
退する」の比率も他の地域に比べ高くなっている。 

メリットは時間短縮  
　経費や業務上の「メリット」「デメリット」をみると、「変
化なし」が81.3％と圧倒的に多く、それ以外では「出張
時間の短縮」が11.4％でやや目立つ程度である。 
 

経費や業務上のメリット・デメリット 

今後の影響 

「影響はない」が６割強  
　企業への今後の影響については、「影響はない」が62.6％に対し、「影響
がある」は7.4％で、開業1ヶ月間の「影響がある」10.1％よりも下回って
いる。また、開業1ヶ月時点では1.4％に過ぎなかった「わからない」が
29.6％となっており、影響を測りかねている状況とみられる。  
　業種別では、サービス業と運輸業で「影響がある」が他業種と比較して
やや高くなっており、同様に地域別では、二戸、久慈、盛岡の３地域でや
や高くなっている。 
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オーバーオール「オールポケッツ」の操作画面 

　「オーバーオール」の代表である渋
谷綾子さん。盛岡と東京方面との頻
繁な行き来を持ち前のバイタリティ
で難なくこなす。「システムを採用し
ていただけるのは企業のトップの皆
さん。IT不況といわれるいまこそ、魅
力あるコンテンツをそうした方々に
アピールしていきたいですね」 

　スタッフの山口さんとインキュ
ベートルームにて 

　総務省の調査によると、全国の携帯電話契約件数は平成14年12月末現在
で7,351万件に上る。これは人口比率で見ると57.8％、世帯数比率で見ると
156.3％で、まさに「1人1台・一家に1台以上」という計算になる。より高機能に、
より複雑化する携帯電話だが、そうした「進化」だけに目をうばわれるのではな
く、魅力的なコンテンツとシステム開発に取り組むのが「オーバーオール」のスタ
ッフたちだ。 

◆インキュベートルー
ムとは／企業成長を
支援するための施設
で、創業間もない企
業等に低額で貸与す
るマリオス7階のオフ
ィススペース。入居者
に対しては総合的な
支援を実施している。 

有限会社オーバーオール／DATA 
　盛岡市盛岡駅西通2-9-1　マリオス7F 
　TEL 019-621-5276　FAX 019-621-5286 
　ホームページ　http://www.overall.co.jp 
　Eメールアドレス　info@overall.co.jp

4人の仲間が集まって 
　「オーバーオール」の設立は、
平成14年10月。代表である渋
谷綾子さんを中心にチャレン
ジ精神あふれる若い開発者た
ちがメンバーだ。 
　「自分たちで仕事を始める時
は絶対に“オーバーオール”と
いう名前でやりたかったんです。
音として聞いた時のかわいさ
に加えて『over』『all』――『すべ
てを超える』という前向きな意
味もいいですから」 
　企業向けの多種多様なシステムを手がけ
る中で自然とわき上がってきた新しい分野
への挑戦という気持ち――それが出発点だ
った。 
 
携帯電話を誰でも活用できるように 
　「私たちが最初に着目した製品の対象は携

帯電話でした。これにはもちろんシステム的

な部分も重要ですが、よりユーザーの視点を

重視してどのように利用されるか、を踏まえ

ることも必要だと思うんです」渋谷さんは、最

近のより高度なサービスが必ずしもニーズの

すべてではないという。 

　「例えばmコマース（モバイル決済）を応用し

た自動販売機がありますよね。携帯電話で飲

み物が購入できるので、硬貨が不要という利

点は将来的に必要な技術でしょう。ただ、その

前に携帯電話を本当の『ツール』として活用で

きる方法があると思っています」 

　その例として、産声を上げたばかりのソフ

ト「オールポケッツ」を見せてもらった。誰で

も気軽に携帯用ホームページを作成できるこ

とを目指して開発されたものだ。 

　「携帯電話各社や機種により、さまざまな差

異があるため、一度の作業で全ての携帯電話

にあったホームページを作ることが出来ませ

んでした。そのため携帯電話向けホームペー

ジを作るには制作コストや時間を費やすこと

を要求されていました。「オールポケッツ」を

使うことで作業の効率化とともにインタラク

ティブな表現が可能になります。「もちろん利

用していただく皆さんは、プログラミングの

知識などは必要ありません。自分が作りたい

ホームページをイメージしていただき、後は

自由に組み立てていけます」 

 

北の地から新しい世界を発信 
　「オーバーオール」では、自社製品のほかにも、

企画からクライアントと共にシステムを組み

上げるプロジェクトにも参加している。 

　「現在進行している教育関連の携帯電話用

コンテンツもいままでなかったものをという

ことから、東京の会社と一緒に開発しています。

これからもこうしたコラボレーションは続け

ていきますが、やはり北の地から魅力あるコ

ンテンツやシステムを発信していることをも

っとアピールしたいですね」 

　「オーバーオール」には胸当て付きのズボン

のほかに「総合的な、全体的な」という意味が

ある。一部の経験、知識豊富な人たちだけでなく、

ユビキタス社会へ向けたツールの実現――「オ

ーバーオール」がその扉を開こうとしている。 

有限会社オーバーオール 

悪い 

悪い 

悪い 

かなり悪い かなり悪い 

かなり悪い 

かなり悪い 

普通 普通 

普通 

普通 

普通 

いい 

いい いい 

いい 

◆天気図は、「下請中小企業経営動向調査」結果並びに下請取引あっせん業務の窓口から見た生産状況、収益性を総合的にとらえたものです。 
◆『精密板金』『表面処理』については『金属製品』に取りまとめています。 
 

（対象期間　平成（対象期間　平成14年10月～12月） 

かなりいい いい 普通 悪い 

業種加工内容 

【繊維・繊維製品】 

【合成樹脂製品】 

【鋳　　造】 

【鉄骨・製缶】 

【機械加工】 

【プレス・金型】 

【金属製品】 

【組　　立】 

ポ イ ン ト  現況 見通し 

かなり悪い 

業種別下請関連企業の 
現況と見通し 

　今期「受注単価が値下りした」が22％から56％に大きく増加している。 
一方、「値上りした」は５期連続で0となっており、単価下落の傾向がいっ
そう顕著になっている。「業界全体が下向き」の76％も全業種中最多であ
る。こうした状況の下、高級品を製品の保管・出荷まで一貫して請け負う
力のある企業に仕事が集中していく傾向が見られる。 

　「売上が増加した」の38％及び「利益が増加した」の29％はともに前回
と全く同じであった。一方、「売上が減少した」が19％から38％に、「利益
が減少した」が38％から48％に大きく増加しており、二極分化の傾向に
ある。自動車部品及びカメラ部品を手がけている企業に好調なところが
多い。 

　「売上が増加した」が8％から43％に、「利益が増加した」が15％から
46％に大きく増加しており、これまでの不振とは打って変わって好調な
企業が多い。しかし、期中に原材料が軒並み値上げされたほか、12月以降
は受注減となっている企業もあり、今後については不安材料が多い。 

　「操業度100％超」が25％から51％に増加し、生産活動が上向いてい
るものの、「受注単価が値下りした」の59％は全業種中最多であり、単価
下落の傾向は続いている。「他県の単価が安すぎて見積りに勝てない」と
いう意見もあるが、反面、本県企業としてもコスト構造の改善を求められ
ている状況にあるとも言える。 

　「売上が増加した」が14％から29％に、「利益が増加した」も11％から
24％に増加しており、２期ぶりに回復に転じた。一方、「先行きはわから
ない」の15％は全業種中最多であり、不透明感も強い。業界別では自動車
が安定しているほか、建設機械が好調。ただし、後者については主に中国
での需要増に伴うもので、一過性に終わる可能性もある。 

　「売上が増加した」は３期連続、「利益が増加した」も２期連続で増加し
ている。また、「業界全体が上向き」が前回の0から14％に増加しており、
改善の傾向が著しい。コネクタをはじめとする精密金型の企業が好調で
ある反面、プレス加工主体の企業は苦戦を強いられている。 

　「売上が増加した」の46％、及び「操業度100％超」の43％は全業種中
最高である。精密板金・表面処理ともに営業力のある企業の健闘が目立つ
が、これは、こまめに得意先に出向いて少ないチャンスをものにした結果
と考えられる。逆に、売上及び利益が減少した企業には、大口得意先の不
振に影響されたところが多く見受けられる。 

　「売上が増加した」が３期連続で増加している一方、発注企業の海外シ
フトが原因と見られる発注打切りや減産に追い込まれた企業も少なくな
い。ハイクラスのクリーンルームを設備しているなど、価格以外のセール
スポイントを持っている企業の健闘が目立つ。 

 お問合わせ先 取引支援課 TEL 019-621-5385　FAX 019-624-5480 
  URL http://www.joho-iwate.or.jp/torihiki/　E-mail sitauke@joho-iwate.or.jp
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「創造の芽」（研究シーズ情報6） 
岩手大学工学部材料物性工学科　堀江　皓 教授と 
(株)ジックマテリアル を中心とした共同研究 

コ－ンを開発しました。カッタ－コ－ンはト

ンネル掘削機（図３）の先端に取り付ける刃

の役目をする工具です。

従来は図４に示すように素材から機械加工

でカッタ－コ－ンの形状を作り、これにドリ

ルで穴を開けて超硬チップを圧入して製造し

ていました。この方法ではチップの大きさに

合わせて挿入穴を開ける手間が必要なことと、

トンネル掘削時にチップが脱落するなどの問

題がありました。

今回開発した鋳包み工法では、図４に示すよ

うに鋳型にチップをあらかじめセットし、これ

に球状黒鉛鋳鉄溶湯を鋳込むことで溶湯とチッ

プが融着して接合が起こるという極めて簡便な

方法です。チップと鋳鉄が融着しているので、

使用時におけるチップの脱落が減少し、信頼性

が向上することが期待されています。また、従

来の機械加工による製造方法と比べて製造工数

が簡易化されるので、50％から70％程度のコ

ストダウンが見込まれています。

●　はじめに
私達の生活を支えるもの、あるいは生活を

豊かにするものの多くは鋳造技術で作られて

います。たとえば今や私達の生活になくては

ならない自動車のエンジンや足回り部品の大

部分、建設機械、工作機械、航空機のエンジ

ン部品などは鋳物で作られています。そして、

最近、自動車をはじめとする機械構造体の品

質要求が厳しくなってきており、これらに使

用される鋳造材料に対する高性能化の要求も、

従来にも増して高まってきています。

●　複合化
このような状況に対処するため、鋳造材料

をより機能化すると同時に、異種材料と複合

化して鋳造材料の性能をより一層向上させよ

うとする研究が活発に行われています。複合

化する材料や目的に応じて種々の方法が研究

されてきていますが、鋳造技術を用いた複合

化はプロセスが簡単で安価なことからよく用

いられる複合化法です。その中の一つに「鋳
い

包
ぐる

み法」があります。

●　鋳
い

包
ぐる

み法
鋳包み法は、鋳包む材料は液相とし、鋳包ま

れる材料を固相とした、いわゆる液相－固相間

の複合化法で、プロセスが簡単なため、多くの

実用化例があります。

鋳包みによる心材（被鋳包み材）と溶湯の接

合形態には図1（1）から（４）の４つがあります。

（1）は心材が溶融消失し、溶湯と一体化する場

合、（2）は心材の表面層のみが溶融し、溶湯部

と溶接状態になる場合、（３）は心材は溶融しな

いが、溶湯との間に拡散合金化が生じ、接合す

る場合、（４）は合金化は生じず、機械的に締結

している場合で、望ましい接合は（２）及び

（３）の形態です。心材の部位によって（１）か

ら（４）の形態が混在する場合もあります。（1）

から（４）の形態のいずれの接合状態になるか

は、主として接合界面の熱的条件に依存します。

●　トンネル掘削用カッタ－コ－ンの開発
岩手大学と(株)ジックマテリアルは、岩手県

新産業創造技術研究開発事業（平成11年から

３年間）の中で、「鋳包み法による複合型鋳物

の製造技術の確立」の研究を共同で実施して、

図２に示すようなトンネル掘削用カッタ－

従
来
工
法 
新
工
法 

素材 

圧入 

注湯 鋳ぐるみ 

製品 

製品 

加工 

砂型+超硬チップ 

超硬チップ 

超硬チップ 

【図4】
カッタ－コンの製造工程と
鋳包みに使用した超硬チップ

【図3】トンネル掘削機

産学連携による
トンネル掘削用
カッタ－コ－ンの開発

これまでコストや強度の面でロスが
多かったトンネル掘削機の先端に付け
るカッターコーン。この工具の強度向
上や大幅なコストダウンを達成した製
造技術について紹介します。
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芯材 
溶湯 

（1） 

（2） 

（3） 

（4） 
【図1】鋳包みにおける接合形態

【図2】超硬チップ鋳包みカッタ－コ－ン
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仲間を集めて 
　挑戦する経営革新 

イノベーション！ 
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地域の住環境支援サービス窓口を
一本化する地元建築業
建築業の皆様は公共投資や住宅需要が減少して

大変苦しい状況ではないでしょうか。ゼネコンか

ら仕事が流れてくる時代は終わったようです。し

かし、地域を見直して下さい。多くの住民が住宅

を持って生活しています。築20年以上を経過し

ている住宅も多いのではありませんか。外壁の塗

装、水まわりの改修、2世帯住宅への改装、高齢

者用住宅への改修、インターネット対応住宅への

改装等、小さな仕事ながら様々な需要が存在して

います。しかし、住民の多くは、それをどこに依

頼したら良いのか分からないものです。そんなと

きに建築業者がまとまり一つの受付窓口を作り、

一括受注を行うこともできるのです。実現には解

決すべき課題も多くありますが、挑戦する価値は

あるのではないでしょうか。

コミュニティビジネスで
地域住民と一緒にまちづくり
地域住民は、商店街や職場としての工場が無

くなってしまうと困ります。そこで、商工業者

が地域住民に協力を求め、空き店舗で不足業種

を営んでもらったり、宅配サービス等の住民支

援サービスのお手伝いをお願いしたりすること

もできます。資金が必要であれば住民からの出

資を募ることも可能です。決してボランティア

ではありません。収益事業として地域住民の協

力を得るところにコミュニティビジネスの特徴

があります。これに加え、最近はサラリーマン

や主婦にも自由時間が増加しているため、ボラ

ンティア活動等に生き甲斐を求める傾向も出て

きました。地域住民との交流の中から新たなビ

ジネスの芽を見出すことも大切なことです。

行政が音頭を取って新産業創り
経営革新は、地域に密着し、新たな産業を創

り上げるうえでの有効な方策の一つです。地域

経済活性化の観点から、行政もその取組みを応

援しています。行政として地域の資源を活かす

方策を研究し、実行可能策を見極め、地域の商

工業者とともにその実現に向けた取組みを展開

するのです。地方によっては「○○経済特区」

を指定して、外部から企業を集めようとしてい

ます。中小商工業者だけでは経済を動かすだけ

の力はありません。行政と一緒に地域経済の将

来像を描き、その中で自らの役割を見いだすこ

ともこれからの経営革新に求められることでは

ないでしょうか。

経済の低迷はまだ続きそうです。しかし、そ

ろそろ仕掛けようではありませんか。皆様のご

成功を祈ります。 （taku）

これまで、5回にわたり中小企業で出来そうな

経営革新のあり方を説明してきました。そろそ

ろ経営革新の方向性を探し当てた頃ではないで

しょうか。「そんなに簡単には見つからないよ！」

とお叱りを受けそうですね。しかし、会社の業

績が悪いことを社会や経済のせいにしても仕方

ありません。自らの運命は自ら切り開くしかな

いのです。経営革新支援法でいう5年間で15％

以上という付加価値（営業利益＋人件費＋減価

償却費）の向上をいきなり目指す必要はありま

せん。今求められていることは、将来につなが

る芽を一つでも育てておくことです。そうはい

っても、中小企業一社の知恵や経済力、人材に

は限りがあります。違う分野の中小企業が知恵

を出し合い、互いに生きる道を創り上げること

も経営革新には必要なアプローチです。今回は

集団で行う経営革新を説明します。

製造業が集まってみんなで受注・
みんなで製品開発
大量生産技術はどんどん中国に移っています。

岩手県も含めて東北全体の生産機能は縮小傾向

にあります。親工場から仕事がこなくなったり、

親工場が撤退してしまえば下請中小製造業一社

では次の手を打つことはほとんどできません。

しかし、国内には新製品開発や新技術開発の

分野が少なからず残されています。製造技術や

得意分野が異なる製造業が集まれば、自社だけ

ではできない複合加工、組立等の仕事でも複数

の企業が協力し合うことで受注できることもあ

ります。また、仲間で受注して完成品を製作す

ることも可能となります。定期的に集まって新

技術や新製品の研究を行っているグループもあ

ります。最近では若手後継者が集まって新たな

分野に挑戦しようという動きも出始めました。

皆さんも良い仲間を見つけて下さい。意外に身

近にいるかもしれません。

商店街が一致団結する
生活者支援サービス
ほとんどの小売店では売上高が前年を割って

います。商店主の中には自分の代で店を閉める

決意をしているところが増えつつあるようです。

このままでは地域住民の商店街離れは一層進ん

でしまいます。地域住民が商店街を選択する理

由は「近くて一通りの買い物ができる」ことで

す。地の利を活かし、地域住民から「便利なま

ち」といってもらえる商業地をつくらなければ、

この悪循環を断ち切ることはできません。共同

出資会社を設立し、高齢者世帯への弁当宅配や

買い物代行等のサービスを行っている商店街も

あります。商店街で空き店舗を借り上げ、不足

業種を誘致したり自ら経営する動きも拡がって

います。高齢者が安心して買い物ができるまち

を創るには街全体の協力が必要となります。商

業には「まち」として人を喜ばし、安心させる

考え方が必要になっています。

■■
■

農家と一緒に地産地消の 
商店街づくりに挑戦しよう！ 

街の名物づくりも 
おもしろそうだ！ 

俺たちは住宅改修に 
挑戦するぞ！ 

■■
■

■■
■

■■
■

■■
■
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　製造業全体では、生産が前年同月
より増加したとする企業は21.9％と前
月調査の19.8%を2.1ポイント上回り、
減少したとする企業は37.9％と前月
調査の38.5%を0.6ポイント下回った
ことから、指標は上向いた。 
　また、収益は増加13.8%（前月調
査17.8%）、減少42.0％（同40.2%）
で指標は下向いた。 

　卸売業全体では、売上が前年同月
より増加したとする企業は18.1％と前
月調査の30.3%を12.2ポイント下回り、
減少したとする企業は40.3％と前月
調査の36.8%を3.5ポイント上回った
ことから、指標は下向いた。 
　また、収益は増加8.5%（前月調査
18.4%）、減少56.3％（同42.1%）で
指標は下向いた。 

　小売業全体では、売上が前年同月
より増加したとする企業は9.0％と前
月調査の14.4%を5.4ポイント下回り、
減少したとする企業は40.7％と前月
調査の33.9%を6.8ポイント上回った
ことから、指標は下向いた。 
　また、収益は増加6.8%（前月調査
7.7%）、減少42.1％（同36.1%）で指
標は下向いた。 

　サービス業全体では、売上が前
年同月より増加したとする企業は
12.4％と前月調査の11.6%を0.8ポ
イント上回り、減少したとする企業
は38.9％と前月調査の31.3%を7.6
ポイント上回ったことから、指標は
下向いた。 
　また、収益は増加9.8%（前月調
査11.1%）、減少38.4％（同32.4%）
で指標は下向いた。 

　建設業全体では、工事高が前年
同月より増加したとする企業は10.7％
と前月調査の4.4%を6.3ポイント上回
り、減少したとする企業は63.1％と前
月調査の58.2％を4.9ポイント上回っ
たことから、指標はほぼ横ばいとなった。 
　また、収益は増加2.4%（前月調査
3.3%）、減少76.5％（同66.3%）で指
標は下向いた。 

全
体
的
に
下
向
き
傾
向
に 

〜
12
月
実
績
調
査
結
果
よ
り
〜 

【生産・売上】　増加したという企業は

14.1%と、前月調査の16.0%から1.9ポイント

下回り、減少したとする企業は43.0%と

前月調査の39.1%を3.9ポイント上回ったこと

から指標は下向きとなった。 

【収益】　増加したという企業は8.9%と、

前月調査の11.3%から2.4ポイント下回り、減少

したとする企業は47.6%と前月調査の

41.9%を5.7ポイント上回ったことから、指標

は下向きとなった。 

【資金繰り】　好転したという企業は

5.5%と、前月調査の6.9%から1.4ポイント下

回り、悪化したと回答した企業は41.2%

と前月調査の38.4%を2.8ポイント上回ったこ

とから、指標は下向きとなった。 

 

【15年1月～3月の予測】　生産・売上が前

年同月より増加すると予測している企業

は8.4%と、当月実績を5.7ポイント下回っている。

減少すると予測している企業は48.7%

と当月実績を5.7ポイント上回っており、予測ど

おりならば指標は下向きとなる。 

　収益は増加5.0%（当月実績比3.9ポイント低下）、

減少52.5%（同4.9ポイント上昇）となっており、

予測どおりならば指標は下向きとなる。 

　資金繰りは好転3.7%（当月実績比1.8
ポイ
ント低下）、悪化47.6%（同6.4ポイント上昇）となっ

ており、予測どおりならば指標は下向き

となる。 

全業種での推移〔調査票回収918企業（有効回収率55.6%）〕 

注1．調査時点は原則として各月末現在である。 
　2．12月までは実績値で1～3月は予測値である。 
　3．「業況」とは、各企業が同種産業の状態を判断したものである。 

※この調査結果はDI値で表しています。DI値とは 
　増加（好転）企業割合から減少（悪化）企業割合を 
　差引いた指数です。（増減は前年同月比） 

 お問合わせ先 情報研修課 TEL 019-621-5389　FAX 019-621-5481 
  URL http://www.joho-iwate.or.jp/sangyo/　E-mail joho@joho-iwate.or.jp

業種別売上・収益DI表についてはホームページに掲載。 
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　当センターでは、地域産業の高度化や技術革新へ対応するため、
ソフトウエア業などの産業の頭脳部分を育成・支援する施設として、
岩手県が整備した「いわて新産業創造センター」を管理しております。 
　この施設のインキュベートルームの利用希望者を募集します。入
居すると、インキュベーションマネージャーによる支援が受けられ
るほかミーティングや商談などができる交流サロン及び、マルチメ
ディア関連の最先端機器を備えているマルチメディアセンターな
ども利用できますので、ぜひご検討ください。 

利 用 案 内  

「いわて新産業創造センター」 

インキュベートルーム 

利 用 案 内  

 新産業推進課 TEL 019-621-5070　FAX 019-621-5480 
  URL http://www.joho-iwate.or.jp/info/incu 
  E-mail　shinsangyo@joho-iwate.or.jp

お申込み・ 
お問合わせ先 

新着!!貸出ビデオの紹介 

ＩＳＯ9000ｆ内部監査の実際 
〔ビデオ番号　Ｈ7024～Ｈ7025　全2巻〕 
1 内部監査の上手な進め方 
2 内部監査の活用と実際 
 
　内部監査の実際の流
れや必要性をケースド
ラマで紹介し、内部監査
員が現場で確認すべき
主なポイントや監査結
果の活用を解説してお
ります｡ 
 

倒産に学ぶ経営学 
〔ビデオ番号　Ｇ1010～Ｇ1011　全2巻〕 
－失敗社長12人の告白－ 
　「企業体質改善の失敗」「資金繰りの失敗」「売上至
上主義の失敗」「環境変化への対応
の失敗」「金融関係の失敗」「自
信過剰と組織作りの失敗」
「同族不和の失敗」「融通手
形と整理の失敗」「人材育
成の失敗」「好況時対策の
失敗」「新商品開発の失敗」
「無理な拡張の失敗」…社
長の赤裸々な失敗経験談
を収録。 

 経営支援1課 TEL 019-621-5387　FAX 019-621-5481 
  URL http://www.joho-iwate.or.jp/ 
  E-mail joho@joho-iwate.or.jp 
 

お申込み・ 
お問合わせ先 

産業情報いわて　2003年2月10日（毎月10日発行） 
　発　　行 (財)いわて産業振興センター 
 〒020-0045　盛岡市盛岡駅西通二丁目9-1（マリオス7階、19階）　TEL.019（621）5389　FAX.019（621）5481 
 URL：http://www.joho-iwate.or.jp/　E-mail：joho@joho-iwate.or.jp 
　編集印刷 川嶋印刷(株)

お 知 ら せ  

インキュベートルーム入居者募集案内
創業間もない方や新たな事業展開をお考えの方など

を対象に、ご利用いただくインキュベートルームです。
入居条件等をご確認のうえ、ご応募ください。

◆ 申 込 方 法 「インキュベートルーム入居申込書」に必要
事項を記載のうえ、当センターに提出してくだ
さい。（申込書は、当センターにお越しいただく
か、下記のホームページからダウンロードして
ください）

◆ 募 集 期 間 2月3日～3月7日
◆入居者の決定 入居審査委員会で審査のうえ、入居者を決定

します。（入居審査委員会は3月中旬に開催し、
簡単なプレゼンテーションをしていただくこと
を予定しています）

募集するインキュベートルーム
【インキュベートルーム】の仕様等

◆規　　格 約9.5ｍ×3.2ｍ＝約30¤、床はフリー
アクセス仕様（附属設備は電話・ＦＡＸ各
1回線、多機能電話機1台、電源100V20A）

◆募集室数 2室
◆利用室料 60,000円／月（消費税は別途加算）

※　敷金、礼金及び施設の共益費は無料
※　電気料金、電話料金及び地域冷暖房
費（時間外使用分）等は入居者負担

◆利用期間 ３年以内
（ただし、年度ごとに入居審査あり）

◆入居可能日 4月初旬


